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はじめに
日本の労働市場における非正規労働者の急増が指
摘され始めて15年余りが経過した。非正規雇用化
の推移を，非正規雇用比率でると，アジア金融経
済危機が起こった 1997年の 24.7％ から，2002年
に 32.0％，リーマンショック前年の 2007年には
35.6％と上昇し，直近の2011年には役員を除く雇
用者総数の 35.2％ に相当する 1,733万人が非正規
雇用の下に置かれている。とりわけ女性の非正規雇
用化のテンポは激しく，1997年の44.0％から2011
年には54.7％へと上昇した（男性はそれぞれ11.2％，
19.9％）。2011年の非正規労働者の女性比率は68.6％
である1。非正規労働問題はジェンダー問題といわ
れる所以である。
しかし，非正規雇用の問題が「労働問題」として
顕在化し，雇用労働政策の喫緊の課題となったの
は，新規学卒者を含む若年男性の非正規労働者が急
増したことを契機としている。すなわち，非正規労
働者の大半を家計補助的主婦パートが占めていた時
代には，非正規労働問題は社会問題としては捉えら
れていなかったのである。
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Non-regularworkershaveincreasedrapidlyintheJapaneselabormarketoverthepast15
years.Thepercentageofnon-regular employmentroseto 35.2％ in 2011.Largewage
inequality between regularand non-regularworkers,and thelow wagesofnon-regular
workershavecausedseriousproblems.Underthesecircumstances,forthepastfewyears,the
WorkerDispatchingActandtheLaborContractActwereamendedinordertocorrectthe
differencesintreatmentofregularandnon-regularworkers,inordertobringaboutequal
treatment.TherevisionofthePart-timeWorkActisexpectedin2013.Theseamendedlaws
adoptlegalprinciplesthatprohibitunequalworking conditionsfornon-regularworkers
withoutobjectivereasonsforthosedifferences.However,theselawsintroducepersonnel
changesas・objectivegrounds.・Personnelchanges,therefore,wilbeusedtojustifytreating
regularworkersandnon-regularworkersdifferently.Inthisarticle,Iproposeawagesystem
basedonequalpayforworkofequalvaluebetweenregularandnon-regularworkersasthe
mostreasonablemethodofeliminatingwageinequality.
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1 1997年から2007年の統計値は総務省統計局「就業構造基本調査」に依る。2011年の統計値は総務省統計局「労働
力調査（詳細集計）」（被災3県を除く）に依っている。
若年男性のフリーターや派遣契約社員の低賃金
や雇用の不安定さが衆目を集めて，初めて非正規労
働問題は「若年雇用問題」として立ち現われ，政策
の俎上に載ったのである。こういう経緯にこそ，日
本の雇用労働政策のジェンダー性をみて取ること
ができる。
ところが今や，非正規労働問題は，若年男性の雇
用問題に終止し得ない，日本社会の根底を揺るがす
問題となっている。
本稿では，非正規労働問題の現地点を確認し，問
題の根本をなす非正規差別賃金の構造を分析する。
そのうえで，今日の非正規労働政策の方向性とその
論点を賃金を中心に検討し，非正規労働者の公正な
賃金システムについて論じたい。
1.今日の「非正規労働問題」確認したい事実
まずはじめに正規非正規労働者間の賃金格差の
現状を確認しよう（表1）。「1時間当たり賃金」で
比較すると，格差は，同一雇用類型の男女間よりも
正規非正規間で大きいことがわかる。賃金格差が
最も大きいのは，男性のフルタイム正規（いわゆ
る正社員＝100）とパートタイム非正規（パート労
働者＝52.9）間である。これに比べると，正社員並
みにフルタイムで就業する派遣社員や契約社員など
フルタイム非正規労働者の賃金格差は，女性で
70.5，男性で65.4と幾分小さいが，有期労働契約
であることによって，賃金は正社員の30～35％も
抑制されている。賃金額をみると，男性のフルタイ
ム非正規労働者（1331円）以外は，いずれも，時
給1000円内外の低賃金である2。特に，時給額が
980円と最も低い女性パート労働者に女性常用労働
者の4割が集中していることに留意したい。
さらに，非正規労働者の賃金は，年齢の上昇にも
拘わらず低位な水準に置かれていることである。図
1をみると，20歳代の若年層も，40～50歳代の中
高年齢層も，賃金月額は14～16万円，16～18万円
をピークに分布し，年齢による賃金水準の上昇はみ
られない。
非正規労働者の賃金（2010年9月の税込み賃金総額）
を雇用形態ごとにみると（表2），「非正規」と一括
りにはできないことがわかる。前述の「フルタイム
非正規」が多数を占めると思われる契約社員，嘱託
社員，派遣労働者の月収は，10～20万円未満（45％
弱），20～30万円未満（30～35％）層に集中し，75～
80％の者が，同年の高卒初任給（15万7800円）な
いしは大卒初任給（19万7400円）3水準に置かれて
いる。さらにこれより低いのが，パートタイム労働
者や臨時的雇用者の賃金である。50～60％余りの
者が月収10万円未満である。
正社員の約半数（48.1％）が月額30万円以上層に
分布していることを加味すると，日本の労働市場に
は，正社員，派遣契約社員，パート臨時という
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2 表1によれば，パートタイム正規（短時間正社員）の時給額は相対的に高いが，これらの労働者が常用労働者に
占める比率は，男性0.5％，女性1.2％と極度に低く，一般的な雇用類型とは言えない。
3 高卒および大卒初任給ともに厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」に依る。
表1 男女間および正規非正規間賃金格差の現状：2011年 （単位：円，％）
フルタイム
（一般労働者）
パートタイム
（短時間労働者）
正規非正規間
賃金格差
正規（A） 非正規（B） 正規 非正規（C） B／A C／A
1時間当たり賃金
男性 2,034 1,331 1,447 1,076 65.4 52.9
女性 1,508 1,063 1,243 980 70.5 65.0
男女間賃金格差（男性＝100） 74.1 79.9 85.9 91.1 － －
常用労働者の構成
男性 100.0 80.7 8.6 0.5 10.2 － －
女性 100.0 46.1 13.0 1.2 39.6 － －
注 1）常用労働者数は，男性は14,708,850人，女性は10,790,060人である。
2）一般労働者の「1時間当たり賃金」は，月間所定内給与額を月間所定内実労働時間で除した値である。
3）「正社員正職員」を正規，「正社員正職員以外」を非正規と表記した。
出所）厚生労働省「平成23年賃金構造基本統計調査」から作成
賃金の三層構造が形成されていることがわかる。
第2に確認したいのは，今日，非正規労働問題は
・若年・雇用問題の域を超えたことである。その理
由は，この10年間で，「世帯主」が非正規労働者で
ある「非正規世帯主」家族が急増し，2011年には
540万世帯（厚生労働省「労働力調査（詳細集計）」）に
のぼった点にある。その7割近くは2人以上世帯
（362万世帯，男性世帯主 266万人，女性世帯主 97万人）
であり，単身世帯（178万世帯）の2倍となってい
る。これらの世帯主非正規労働者は，非正規労働
者総数（1,733万人）の31.2％を占めるに至っている。
現行「労働力調査（詳細集計）」がスタートした
2002年と比較すると，「非正規世帯主」世帯の急増は，
「2人以上世帯」（2002年 270万世帯）の増加によるも
のであり，この10年間で世帯主が非正規の家族は
100万世帯近くも増えている。その結果，2人以上
世帯総数（1846万世帯）に占める比率は，2002年の
14.5％から，2011年には19.6％へと増加し，今日，
10世帯に2世帯が「非正規世帯主」家族という状
況が生み出されている。すなわち，「男性稼ぎ主」型
家族の減少である（2002年 85.4％→2011年 80.4％）。
これに加えて，「非正規世帯主」単身世帯の7割
―22―
表2 2010年9月の雇用形態別にみた賃金総額（税込み）分布 （単位：％）
区 分 労働者計
10万円
未満
10～20
万円未満
20～30
万円未満
30～40
万円未満
40～50
万円未満
50万円
以上
不明
再掲
20万円
未満
正 社 員 100.0 0.2 14.3 36.6 25.5 13.6 9.0 0.9 14.5
男 100.0 0.0 6.3 33.5 30.7 17.0 11.7 0.8 6.3
女 100.0 0.6 34.3 44.2 12.4 5.1 2.2 1.2 34.9
前回［平成 19年］ ［100.0］ ［ 0.2］ ［11.8］ ［39.0］ ［25.5］ ［13.8］ ［ 8.5］ ［1.2］ ［12.0］
正社員以外の労働者 100.0 35.4 43.3 12.2 4.1 1.8 2.2 0.9 78.8
男 100.0 17.9 41.2 21.7 9.5 3.9 5.1 0.7 59.1
女 100.0 45.7 44.6 6.7 0.9 0.6 0.5 1.0 90.3
前回［平成 19年］ ［100.0］ ［40.5］ ［37.4］ ［14.2］ ［ 3.9］ ［ 1.9］ ［ 1.4］ ［0.6］ ［77.9］
契 約 社 員 100.0 5.3 44.6 31.8 10.9 3.1 3.6 0.7 49.9
嘱 託 社 員 100.0 4.7 42.9 33.3 10.4 4.8 3.0 0.9 47.6
出 向 社 員 100.0 0.8 8.5 19.0 26.3 18.8 25.3 1.2 9.4
派 遣 労 働 者 100.0 10.8 44.7 34.9 6.4 1.4 0.8 1.0 55.5
登 録 型 100.0 12.2 48.9 31.7 4.4 0.7 0.5 1.5 61.2
常 用 雇 用 型 100.0 9.2 39.8 38.5 8.7 2.2 1.2 0.4 49.0
臨 時 的 雇 用 者 100.0 61.0 22.9 10.6 0.9 3.7 0.1 0.9 83.9
パートタイム労働者 100.0 51.2 42.8 3.0 0.9 0.3 1.0 0.8 94.0
そ の 他 100.0 19.3 57.2 15.9 3.7 1.8 1.0 1.2 76.4
注 1）「賃金総額（税込み）」とは，基本給の他，通勤手当，時間外手当等の諸手当を含め，税金社会保険料を差し引く前の
支給総額である。
2）調査時点で賃金がまだ支払われていない場合は，見込み額での回答とした。
出所）厚生労働省「平成22年就業形態の多様化に関する総合実態調査」〔個人調査〕
図1非正規雇用者の賃金分布（男女計） 資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」2011年
出所）厚生労働省『平成24年版労働経済白書』p.130，第2（1）21図
近く（67.4％）が35歳以上層である点にも，非正規
労働問題が ・若年・雇用問題の域を超えていること
を読み取ることができる。
このことは第3に，非正規労働問題が，正規非
正規間の賃金格差低賃金問題に止まらず，「生活
問題」となっていることを示している。昨今の，低
収入失業等による生活保護世帯の急増がそれを物
語っている。
図2で，生活保護開始の主な理由別に世帯構成を
みると，2009年（平成21年），2010年（平成22年）
ともに「働きによる収入の減少喪失」がそれぞれ
31.6％，29.6％と最も多く，加えて「貯金等の減少
喪失」を理由に保護を開始した世帯が，リーマンシ
ョック以降，急増していることがわかる。2010年
には，これらの二つの理由で53.6％を占めている。
これを反映して，被保護世帯のなかで，これらの
理由に起因する被保護世帯を含む「その他の世帯」
が急増した（表3）。2010年（平成22年）には「そ
の他の世帯」は227,407世帯に増加し，被保護世帯
に占める比率は，障害者世帯，母子世帯を超えて
16.2％にのぼっている。リーマンショックの2008
年以降3年間の増勢をみると，「高齢者傷病者
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表3 世帯類型別被保護世帯数の年次推移
被 保 護 世 帯 数 構 成 比
年度 総 数
高齢者
世帯
母子
世帯
傷病者
世帯
障害者
世帯
その他の
世帯
総 数
高齢者
世帯
母子
世帯
傷病者
世帯
障害者
世帯
その他の
世帯
世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 ％ ％ ％ ％ ％
平成12 750,181 341,196 63,126 214,136 76,484 55,240 100.0 45.5 8.4 28.5 10.2 7.4
13 803,993 370,049 68,460 222,035 81,519 61,930 100.0 46.0 8.5 27.6 10.1 7.7
14 869,637 402,835 75,097 231,963 87,339 72,403 100.0 46.3 8.6 26.7 10.0 8.3
15 939,733 435,804 82,216 241,489 95,283 84,941 100.0 46.4 8.7 25.7 10.1 9.0
16 997,149 465,680 87,478 247,426 102,418 94,148 100.0 46.7 8.8 24.8 10.3 9.4
17 1,039,570 451,962 90,531 272,547 117,271 107,259 100.0 43.5 8.7 26.2 11.3 10.3
18 1,073,650 473,838 92,609 272,170 125,187 109,847 100.0 44.1 8.6 25.3 11.7 10.2
19 1,102,945 497,665 92,910 269,080 132,007 111,282 100.0 45.1 8.4 24.4 12.0 10.1
20 1,145,913 523,840 93,408 269,362 137,733 121,570 100.0 45.7 8.2 23.5 12.0 10.6
21 1,270,588 563,061 99,592 289,166 146,790 171,978 100.0 44.3 7.8 22.8 11.6 13.5
22 1,405,281 603,540 108,794 308,150 157,390 227,407 100.0 42.9 7.7 21.9 11.2 16.2
注 1）1か月平均である。
2）保護停止中の世帯を含まない。
3）平成19年度以降の世帯保護率構成比指数は，国立社会保障人口問題研究所にて算出。
4）一部の年について，世帯類型別の数値とその総計とが総数と異なる場合が見られるが，これは毎月の数値の合計（4月～3
月）を12で割って四捨五入するための誤差であるので，誤植ではない。
資料）厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」（福祉行政報告例）
出所）国立社会保障人口問題研究所：「生活保護」に関する公的統計データ一覧 資料3「世帯類型別被保護世帯数及び世帯保
護率の年次推移」より作成 http:/www.ipss.go.jp/s-info/j/seiho/seiho.asp
図2 保護開始の主な理由別世帯数の構成割合 出所）厚生労働省「平成22年度福祉行政報告例」
障害者母子世帯」のいずれも超えて，「その他の
世帯」の増加（増加数105,837世帯，増加率87.1％増）
が突出している。長期的にみても，2000年以降，
高齢者傷病者母子世帯の構成比が低下傾向にあ
るなかで，「その他の世帯」だけが7.4％から16.2％
へと倍増している。公表された直近の統計値を示せ
ば，2012年 8月の「その他の世帯」数は 285,003
世帯（世帯類型別構成比18.4％）（厚生労働省「被保護
者調査」2012年8月分概数）にのぼっている4。
これらの変化が示しているのは，日本社会におけ
る「非正規就労 → 低収入／失業 → 生活保護受給
世帯」へというルートの形成である。換言すれば，
非正規雇用がもたらす「貧困」という生活問題の深
刻化である。
高度経済成長期以降，主婦パートに代表される非
正規雇用は，日本型雇用システムを存立させる安全
弁であった。低コストでフレキシブルな非正規雇用
が，男性世帯主の正規雇用を可能とし，「男性稼ぎ
主」型生活保障システムの要件として日本社会を下
支えしてきた。ところが非正規雇用比率が35.2％
に達した今日，非正規雇用の機能は大きく変化し，
今や日本型生活保障システムそのものの土台を侵食
しつつある。
2.日本の正規非正規間賃金格差の構造
このように非正規雇用がもたらす低賃金は，今日
の貧困生活問題の無視できない要因となっている
が，それでは，なぜ，非正規労働者の賃金は低く，
正規非正規労働者間に大きな賃金格差が形成され
ているのだろうか。
最も基本的な要因として第1に指摘されるのは，
正規労働者と非正規労働者では属する労働市場が異
なっているという事実である。すなわち，正規労働
者は個別企業内の内部労働市場に包摂されるのに対
し，非正規労働者は企業横断的な外部労働市場に置
かれている。
八代（2009）は，これをインサイダーアウトサ
イダー問題と呼び，正社員と非正社員の間の格差は，
「日本の労働市場が，欧米のような職種や産業別の
企業横断的なものではなく，個々の企業ごとに組織
された『内部労働市場』であることに基づいている。
この結果，同じ職種でも，企業の内部の労働者と外
部の労働者との間に大きな壁が存在している」（p.57）
と指摘し，「企業利益の配分を受ける正社員と労働
力の需給バランスで決まる市場賃金の非正社員との
間には，賃金決定メカニズムの違いから，慢性的に
大きな賃金格差が生じている」（p.43）と述べる。
八代の指摘のように，労働市場を異にする正規
非正規間賃金格差の第2の要因は，正規労働者（正
社員）と非正規労働者（非正社員）では，賃金決定
システムが異なることである。内部労働市場の正社
員には，大企業に典型的にみられたように日本型雇
用慣行に基づく企業独自の人事賃金制度が適用さ
れてきた。いわゆる「年功賃金」制度の適用である。
そこに埋め込まれた賃金理念は，「男性世帯主」家
族扶養規範であり，男性正社員を対象としたこの賃
金規範と年功賃金制度が，正規男女労働者間に大き
な賃金格差を形成してきたことはすでに周知のとこ
ろである5。正社員の基本給は，一般的には，定期
昇給による年齢給と日本的能力主義を体現した職能
給の体系から成っていた。年齢と勤続年数の上昇お
よび総じて「働きぶり」を評価した人事考課制度に
よって，男性正社員の賃金は，右肩上がりの賃金カ
ーブを描いて来た。1990年代以降の低成長とグロ
ーバル経済の進展のなかで，コスト高の「男性稼ぎ
主」賃金は，企業にとって時代不適合となり，賃金
抑制と成果役割給への賃金制度改革は，年功賃金
カーブの山をなだらかなものにしたとはいえ，男性
正社員についてはその基本形は今日もなお維持され
ている6。
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4 厚生労働省「福祉行政報告例」は，平成24年度以降，同省「被保護者調査」に統合された。年平均の被保護世帯
数は，本稿執筆時点で，2010年（平成22年）までしか公表されていない。
5 日本の性差別賃金の構造と年功賃金の性差別性については，森（2005）の第3章を参照されたい。
6 日本の人事賃金制度が，1990年代以降の経済環境の激変を受けて，大企業を中心に大きく変化している点につい
ては石田口（2009）の「第1章 日本の人事制度改革」を参照されたい。
これに対して，非正規労働者の賃金は，企業の如
何を問わず，外部労働市場に形成された世間的相場
を反映して決められている。職種別地域別市場賃
率による賃金決定といわれるものである。職種別賃
率といっても同一職種の正規労働者の賃率が適用さ
れる訳ではなく，賃金の世間的相場は，非正規労働
力に対するその時々の需要と供給のバランスで変動
する。とはいえ非正規労働者の賃金水準の源泉は，
職種の如何を問わず，「主婦パート」の家計補助的
賃金相場（規範）にる。その賃金が，今でもなお，
被扶養の「主婦パート」の賃金水準に規定されてい
ることは，表1で明らかなところである。
以上のように，「住む世界」（労働市場）を異にす
る正規労働者と非正規労働者の賃金決定メカニズム
は全く異なり，同一事業所でたとえ同一の仕事に就
いていたとしても，「月給労働市場と時給労働市場
の『壁』」（小林 2009，pp.96105）によって大きな
賃金格差が生み出されている。
第3に，こうした正規非正規間の異なる賃金決
定システムの基底には，「正社員」優位主義の規範
思想が根強く横たわっていることである。本来，日
本の雇用社会は，正社員の世界であった7。戦後形
成された「身分制」ともいえる「男性正社員」およ
び「男性正社員の働き方」を雇用規範とした正社員
優位社会は，雇用形態の差異（・正社員ではない・こ
と）を根拠に賃金決定基準を異にすること，異なる
賃金を支給することを正当化してきた。そこでは，
従事する職種職務の同一性同等性は全く等閑視
されてきた。この構造は，雇用社会のジェンダー規
範と通底するものであるが，正社員優位規範の下で
は，「男性」といえども非正規労働者であれば（と
なれば），日本的「賃金の公平観」（年齢学歴勤続
に応じた処遇）から排除されることである。
そして第4に，この「正社員」優位主義「正社
員の働き方」規範を制度化したのが労働法制である。
周知のように，男女雇用機会均等法は，法制定の当
初より，その「指針」において「雇用管理区分」の
規定を設け，性を理由とする差別的取り扱いの禁止
を同一雇用管理区分内に止めてきた。
同「指針」8によれば，「『雇用管理区分』とは，
職種，資格，雇用形態，就業形態等の区分（中略）
であって，当該区分に属している労働者について他
の区分に属している労働者と異なる雇用管理を行う
ことを予定して設定しているもの」であり，雇用管
理区分の同一性の判断基準には，「労働者の従事す
る職務の内容，転勤を含めた人事異動の幅や頻度等」
を設け，「同一区分に属さない労働者との間に，客
観的合理的な違いが存在しているか否か」により
判断されると定めた。
この雇用管理区分の同一性の判断基準である「職
務の内容，転勤を含めた人事異動の幅や頻度等」を，
短時間非正規労働者に対する正規労働者との均等
待遇の要件，換言すれば，賃金差別の禁止をはじめ
とする処遇の差別的取り扱いの禁止要件として法で
確定したのが，パートタイム労働法9「第8条 通
常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別
的取扱いの禁止」である。同条が掲げる均等待遇の
3要件は，「職務の内容の同一性，人事異動の有無
や範囲の同一性，期間の定めのない労働契約」であ
る。
すなわち，パート労働者が，正社員（通常の労働
者）と賃金の決定（基本給賞与等，退職手当通勤
手当等）において同一の取扱いを受けるためには，
転居を伴う転勤をはじめこれら3要件を充足するこ
とが求められる。反対に，3要件において正社員と
の同一性を満たさないパート労働者には賃金等，異
なる取り扱いが是認されることになる。周知のよう
に，転勤や職務内容配置の変更など人事異動の有
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7 総務省統計局「労働力調査」の「長期時系列データ（詳細集計）」によれば，ることができる1984年の非正規雇
用比率は15.3％で，正規労働者がおよそ85％を占めていた。
8「労働者に対する性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し，事業主が適切に対処するため
の指針（平成18年厚生労働省告示第614号）」
9 正式名称は「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」である。この法の対象となる短時間労働者（通称パ
ートタイム労働者）には，1週間の労働時間が，同一事業所に雇用されている通常の労働者（正規労働者）より短
い労働者は，パート，アルバイト，嘱託，契約社員などその呼称に係わりなくすべて含まれる。
無や範囲の裁量権は使用者にあり，ましてや非正規
労働者が人事異動に自らの意向を反映させることは
困難である。
ところで，日本のみならず欧米諸国においても非
正規労働問題は広範に存在し，各国がその対応を迫
られている。しかし，問題の争点について日本と欧
米諸国では大きな差異が指摘されている。水町
（2011b）は，「労働市場の二重性に対して，ヨーロ
ッパ（EU諸国）では，非正規労働者の不利益取扱
いを原則として禁止するEC指令や法律などによっ
て一定の問題解決が図られている。また，アメリカ
では，外部労働市場（法の不介入）によって両者間
の調整が行われており，日本ほど正規非正規労働
者間の格差問題は深刻になっていない」（p.2）と述
べている。
一方，EU諸国における正規非正規労働者間の
不合理な処遇格差を禁止する法制の現状を調査した
労働政策研究研修機構（2011）
10は，「EU諸国に
おいては，職種職務給制度が中心で，正規非正
規労働者いずれについても産業別に設定される協約
賃金が適用されること等から，正規非正規労働者
間の基本給についての処遇格差をめぐる紛争は，あ
まりみられない。手当や福利厚生等のフリンジベネ
フィットをめぐる紛争が中心となっている。日本に
おいては，正規非正規労働者間のとりわけ基本給
をめぐる処遇格差が大きな問題となっている（下線
は引用者）」（pp.3637）と的確な指摘を行っている。
これらの指摘に鑑みると，EU諸国と日本では正
規非正規間の処遇格差問題の焦点が異なり，日本
においては，第1節でも示したように基本給格差が
当面の最大の争点であることが明らかとなる。そし
てその背後には，正規非正規労働者間に職種職
務給制度のような共通の賃金システムが適用されて
いないこと，さらに企業内部と外部という労働市場
の二重性がもたらす賃金処遇の格差に対して効果
的な労働市場規制が加えられていないことがある。
3.非正規労働政策の方向と論点
（1） 非正規労働法制の動向
こうした状況を受けて，ここ数年来，非正規労働
者に対する不利益取扱いや差別的取扱いを是正し，
均等待遇均衡待遇を図るための非正規労働法制の
改正作業が押し進められてきた。賃金に絞って法改
正の動向を示すと，以下のようになる。
すでに2012年10月1日に施行されたのが，改正
労働者派遣法である。同改正法では，「第30条の2
均衡を考慮した待遇の確保」が新設され，派遣元
事業主（雇用主）は，派遣労働者の賃金を決定する
際に，派遣先に雇用される労働者の賃金水準との均
衡を考慮しつつ，①派遣先で同種の業務に従事する
一般の労働者の賃金水準，または，②派遣労働者の
職務の内容，職務の成果，意欲，能力，経験等に配
慮しなければならないという，賃金の均衡待遇に関
する配慮義務規定が設けられた。
次いで2012年8月10日に改正が公布され，2013
年4月1日に施行が予定されているのが改正労働契
約法である。同改正法には，「第20条 期間の定め
があることによる不合理な労働条件の禁止」条項が
新設された。これは，同一の使用者と労働契約を締
結している，有期契約労働者と無期契約労働者との
間で，期間の定めがあることによる不合理な労働条
件の相違を設けることを禁止するルールである11。
この規定は，賃金をはじめ一切の労働条件について
適用され，労働条件の相違が「不合理」と認められ
るか否かの考慮要素として，①職務の内容，②当該
職務の内容及び配置の変更の範囲（すなわち人事異
動の有無範囲），③その他の事情の3項目が同条に
明記されている。これらの判断要素に基づいて，個々
の労働条件ごとに「相違」の合理性／不合理性が判
断されることになる。
つまり，同一事業所で同一同等の職務に従事す
る有期契約労働者（非正規）と無期契約労働者（正
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10 労働政策研究研修機構『雇用形態による均等処遇についての研究会報告書』についての検討は，森（2012）に詳
しい。
11 有期労働契約とは，1年契約，6か月契約など期間の定めのある労働契約のことをいい，第20条は，パート，アル
バイト，派遣社員，契約社員，嘱託など職場での呼称にかかわらず，有期労働契約の労働者すべてに適用される。
規）間の賃金（基本給）格差の合理性は，主に「②
人事異動の有無範囲」によって判断されていくこ
とになる。
さらに，2013年に法の改正が見込まれているの
が，パートタイム労働法である。法改正の方向を示
した労働政策審議会の「建議：今後のパートタイム
労働対策について」（2012年6月21日）によれば，
その内容は以下のようになっている。
前節で触れた「第8条 通常の労働者と同視すべ
き短時間労働者に対する差別的取扱いの禁止」につ
いては，労働契約法の改正（第20条の新設）と係わ
って，均等待遇の「①3要件から無期労働契約要件
を削除するとともに，②職務の内容，人材活用の仕
組み，その他の事情を考慮して不合理な相違は認め
られないとする法制を採ることが適当である」と具
申している。つまり，第8条改正の法的枠組みは，
改正労働契約法第20条と同様に，「短時間労働であ
ることを理由とする不合理な差別の禁止」の方向が
目指され，通常の労働者（正規労働者）との労働条
件の相違の不合理性を測る考慮要素として「職務の
内容，人材活用の仕組み」が明記されることになろ
う。
こうした法制の下では，同一事業所で同一同等
の職務に従事する有期パート労働者と正規労働者間
の賃金（基本給）格差の合理性は，主に「人材活用
の仕組み（人事異動の有無範囲）」によって判断さ
れていくことになる。
一方，第8条の3要件を充足しない「通常の労働
者と同視すべき短時間労働者」以外のパートタイム
労働者の賃金について，事業主に，正規労働者との
均衡を考慮しつつ，「職務の内容，職務の成果，意
欲，能力，経験等を勘案」して決定することを努力
義務とした「第9条 賃金（1項）」の改正は予定さ
れておらず，現状で短時間労働者の99.9％を占め
る「第8条の対象外」のパート労働者12の賃金の改
善は，依然として事業主の努力義務に任されること
になる。
以上，現時点における我が国の非正規労働法制の
動向をみてきたが，一言でいえば，法改正のメイン
ストリームは，「職務の内容，人事異動の有無範
囲」を主要な判断基準として，非正規労働者に対す
る合理的理由のない不利益な取扱い（労働条件の格
差）を禁止する方向にあるといえる。
（2） 正規非正規間の待遇格差問題に対処する
3つの法原則水町論文からの示唆
日本における非正規労働法制並びに労働政策の方
向性を考えるうえで，水町（2011b）は示唆に富ん
でいる。正規労働者と非正規労働者間の待遇格差問
題について先進的な取組みを行ってきたフランス，
ドイツを中心にEU諸国の法原則のあり方や運用実
態を分析した水町13は，日本で正規非正規間の待
遇格差問題に対処する法原則のあり方としてさしあ
たり3つの形態をあげることができると述べ，各法
原則の長所と短所を検討する。
その第1は，「同一キャリア同一待遇原則」で，
別称「パート法8条」型と呼ばれる。「これによれ
ば，当該事業場の正規労働者（通常の労働者）と職
務内容（責任の程度を含む）が同一で，かつ，キャリ
アの展開（人事異動の有無と範囲）が同一の場合には，
非正規労働者もこの正規労働者より不利に扱われて
はならないことになる」（pp.89）。
この原則は，「日本の正規労働者に典型的にみら
れてきた長期雇用慣行とその下での長期キャリア形
成システム（それと結びついた職能給制度）を，キャ
リア展開（人事異動の有無と範囲）の同一性の要件と
いう形で，条文のなかに取り込んだ法原則」であり，
その長所は，「日本的な長期キャリア制度や職能給
制度に親和的な法原則として設計されている」点に
あるが，「長期キャリア（職能給）制度以外の人事雇
用管理制度に適合しないという問題点を内包してい
る」（p.11）と指摘する。
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12 労働政策研究研修機構「短時間労働者実態調査」（2010）によれば，パートタイム労働法第8条の3要件に該当
する短時間労働者が，短時間労働者総数に占める割合は0.1％であった。この結果は，労働市場の99.9％のパート
タイム労働者が第8条の「均等待遇」の適用対象にならないことを示している。
13 フランス，ドイツについては水町（2011a）に詳しい。
第2は，「同一労働同一待遇原則」で，別称「EU
法文」型と呼ばれる。「非正規労働者は，合理的な
理由がない限り，当該事業場において職務内容が同
一または類似した通常の労働者より，不利に取り扱
われてはならない」（p.9）という形で条文化され，
フランスやドイツなどEU諸国で典型的にみられて
きた職務給制度などに適合する法原則である。
この法原則の第1の問題点は，「職務給以外の賃
金制度に必ずしも適合しないこと」である。さらに
近年，「伝統的に職務給制度をとってきた国でも，
労働実態や経営環境の多様化複雑化のなかで，同
一労働同一賃金（待遇）原則をそのままの形で維持
することは困難」となっており，同原則の例外とな
る「客観的な理由」14が広く許容されるに至ってい
るという（pp.1213）。第2の問題点は，この原則をそ
のまま適用すると，職務の内容が異なれば，職務に
関連しない諸給付（通勤手当，社員食堂の利用等）も同
原則の射程外に置かれてしまうことにある（pp.1314）。
そのため，「フランスとドイツは，この第2の問
題をクリアするために，職務内容の同一性の要件を
厳密には要求しないという態度をとり，実際の運用
上は次の第3の法原則をとるに至っている」（p.14）
と指摘する。
第3の法原則は，「合理的理由のない不利益取扱
い禁止原則」である。「EU実態」型と呼ばれ，「非
正規労働者は，合理的な理由がない限り，当該事業
場の通常の労働者より，不利に取り扱われてはなら
ない」（p.10）という形で条文化されうる。
水町は，この法原則は，「日本的な職能給を念頭
に置いた『同一キャリア』も，ヨーロッパ的な職務
給を前提とした『同一労働』も要件とはせず，不利
益取扱いについての『合理的な理由』の有無のみを
問うもの」であり，「どのような賃金制度にも対応
可能な法原則といえる」と評価する。しかし，短所
は，「『合理的な理由』という基準が抽象的であり，
当事者の予測可能性が低くなるおそれ」があり，フ
ランスやドイツにおいても，「その判断は，最終的
には裁判所による個別具体的な事情に応じた判断
解釈に委ねられている」（p.14）と述べている。
以上のように，正規非正規労働者間の待遇格差
問題に関する3つの法原則の長所と問題点を分析し
た水町は，「どの法原則をとるべきか？」と問いか
け，「日本でも，雇用の実態が多様化し，雇用全体
を一つの型にあてはめて取り扱うことが難しくなっ
ていることを考えると，やはり第3（「EU実態」型
引用者）の法原則を念頭に置きつつ，その短所
（基準の不明確さ）を小さくすることを検討すべきで
あろう」（p.15）と自身の見解を述べている。
日本の非正規労働法制並びに労働政策のあり方を
考えるうえで，水町（2011b）からの示唆は大きい
が，それを踏まえて，以下，2つの論点を提起して
おきたい。
一つは，3つの法原則の視点からすると，前項
（1）でみたように，日本の非正規労働法制の方向は，
形式的には第3の法原則である「合理的理由のない
不利益取扱い禁止原則」に沿ったものであるが，
「合理的な理由」／「不合理」の考慮要素として「キ
ャリア展開（人事異動の有無と範囲）」を特定して，
法に明記しており，実質的には「同一キャリア同一
待遇原則」を維持しているのではないか，という点
である。
二つ目は，フランスドイツが，今日，第3の法
原則によって正規非正規労働者間の待遇格差問題
に対処できるのは，正規非正規労働者間に，歴史
的伝統的に第2の「同一労働同一待遇（賃金）原
則」に基づく共通の賃金制度，公正な賃金保障の土
台があってのことではないか。その土台がなく，
「同一キャリア同一待遇原則」が支配的な日本で，
第3の法原則で非正規労働者の均等待遇，公正な賃
金は実現可能であろうか，という疑問である。これ
らの論点について今後，議論が展開されることを期
待したい。
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14 同一労働同一賃金原則の例外となる「客観的な理由」についてのフランス破毀院の判例については，水町（2011b）
の注23を参照されたい。水町は，EUの指令やEU諸国の国内法では「客観的な理由（objectivegrounds）」とい
う言葉が用いられることが多いが，日本における法原則を論じる場合には，日本法で一般的に用いられている「合理的な
理由」という言葉を用いることにすると述べて，2つの言葉を同義で用いている。水町（2011b）の注17を参照。
（3）「多様な正社員」という方向
次に，最近の非正規労働政策の動向として注目し
たいのは，厚生労働省傘下の2つグループの報告書
が「多様な正社員」／「多様な形態による正社員」の
活用を提起していることである。2つの報告書とは，
2012年3月に相次いで公表された『望ましい働き
方ビジョン』15（以下，（A）と省略）と『「多様な形
態による正社員」に関する研究会報告書』16（以下，
（B）と省略）である。
『望ましい働き方ビジョン』は，雇用形態に係る
法制的な視点から「正規雇用」，「非正規雇用」の要
素を明らかにしたうえで，雇用システムにおける「多
様な正社員」の位置を図3のように整理している。
これによれば，「正規雇用」とは，①期間の定め
がない労働契約，②所定労働時間がフルタイム，③
直接雇用のいずれも満たすもの（①＋②＋③）であ
り，これに対して「非正規雇用」は，①～③のすべ
てを満たすもの以外の雇用形態と定義される。
さらに「正規雇用」は，大企業では長期雇用慣行
を背景として，①＋②＋③に加え，④勤続年数に応
じた待遇（勤続年数に応じた賃金体系，昇進昇格，配
置，能力開発等）や，⑤勤務地や業務内容の限定が
なく，時間外労働があるといった要素をも満たす
「典型的な正規雇用」（①＋②＋③プラス④＋⑤）のイ
メージで論じられることが多いが，近年，「正規雇
用」のなかには，④や⑤の要素を満たさない，勤務
地や業務等を限定する「多様な正社員」もみられ，
「正規雇用」としての働き方自体が多様化してきて
いると指摘する。つまり，「多様な正社員」とは
「正規雇用」ではあるが「典型的な正規雇用」とは
区別された形態である。報告書（B）は，これを
「多様な形態による正社員」（以下，「多様な正社員」
と省略）と呼び，勤務地（事業所）限定社員，職種
（業務）限定社員，労働時間限定（短時間）社員に区
分している。
要するに「多様な正社員」とは，企業に期間の定
めなく直接雇用され，フルタイム就業（短時間勤務
も可）するが残業等の義務はなく，転勤職務の変
更がない社員である。それに伴って，「正社員」と
はいっても，勤続年数に応じた処遇（賃金上昇，昇
進昇格，能力開発）の対象にはならない社員であり，
「典型的な正社員」とは異なる雇用区分（企業による
人材活用が異なる）に位置づけられることになる。
「多様な正社員」は，現状の有期雇用であるパー
ト，アルバイト，契約社員，派遣社員など多様な形
態の非正規雇用に比べ，・無期労働契約による雇用
保障・のメリットは大きい。また，ワークライフ
バランス（仕事と生活の調和／両立），ディーセント
ワーク（働きがいのある人間らしい仕事労働）の観
点からも，「典型的な正社員」を含む多様な正社員
区分間の転換保障を条件に，その方向性は前進だと
言えるが，問題は賃金処遇の水準である。これら
の報告書では，「多様な正社員」の賃金制度賃金
水準はどのように構想されているのだろうか。
報告書（A）は，正規雇用化を進めるに当たって，
雇用の安定と「典型的な正規雇用」との処遇の均等
均衡を前提条件として，「多様な正社員」の活用を
促すが，肝心の賃金のあり方については何も触れて
いない。
一方，報告書（B）は，「多様な正社員」の処遇
の均等均衡について言及し，「賃金制度水準，
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図3 雇用形態に係る法制上の整理
出所）厚生労働省「『望ましい働き方ビジョン』の概要」から
抜粋
http:/www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000025zr
0-att/2r98520000026fpj.pdf（2012/10/21）
＊＋④，⑤＝「典型的正規雇用」，④，⑤を満たさない＝
「多様な正社員」
15 非正規雇用のビジョンに関する懇談会（座長 口美雄慶應義塾大学教授）が2012年3月27日に策定
16「多様な形態による正社員」に関する研究会（座長 佐藤博樹東京大学教授）が2012年3月28日に策定。所管は，
懇談会，研究会ともに厚生労働省職業安定局派遣有期労働対策部企画課である。
昇進昇格，能力開発等」の「合理的な処遇水準は
企業の事業構造や人材活用の考え方などにより異な
るため，労使間の協議などを踏まえて，（中略）考
慮することが望ましい」と述べる。そして処遇の
「差を設ける場合でも，転居転勤の範囲に応じた賃
金制度水準とする，短時間勤務ではいわゆる正社
員と同一の賃金制度とした上で時間比例とする，労
使の話し合いによって異なる正社員区分間の賃金水
準を設定するなど，労働者が納得することのできる
合理的な水準となるよう工夫する」などの配慮を求
めている（（B）p.14）。
厚生労働省平成23年度「多様な形態による正社
員」推進事業による委託事業として実施された
「『多様な形態による正社員』に関する企業アンケー
ト調査」によれば，「多様な正社員」の賃金水準は，
「いわゆる正社員」の賃金を100として，「80～90
未満」と回答した企業が 25.1％ と最も多く，「80
未満」と回答した企業も27.2％あった。一方，同
じく実施された「『多様な形態による正社員』に関
する従業員アンケート調査」によれば，「多様な正
社員」として働いている者が，「許容しうる時間当
たりの給与水準」として「いわゆる正社員と同様の
水準」と回答した比率は，「勤務地限定正社員」の
場合は46.0％，「職種限定正社員」の場合は46.9％，
「労働時間限定正社員」の場合は42.6％で，いずれ
の場合も「いわゆる正社員」並みの賃金を求める者
が最も多く，半数近くいた17。
以上の調査結果から明らかなように「多様な正社
員」の賃金水準をめぐって労使の評価にはかなりの
隔たりがある。企業（使用者）の過半数が支払って
いる「いわゆる正社員」賃金の 80％ 未満ないし
80～90％という水準に納得していない「多様な正
社員」が相当数いることが推測できる。また，「多
様な正社員」でありながら「いわゆる正社員と同様
の賃金水準」を求める労働者は，「勤務地の限定」，
「職種（仕事の範囲）の限定」，「労働時間の限定」を，
賃金に格差をつける「合理的な理由」とは考えてい
ないことである。
このように労使の意識が異なるなかで，賃金制度
や賃金水準の決定を労使の自治に委ねることで，非
正規労働者の公正公平な賃金が実現できるのだろ
うか。さらに，両者の賃金の均衡をどのように設定
するのが，合理的で納得性が高いのか，最終章では，
これらの点について述べよう。
4.非正規労働者の公正な賃金
前節までの行論から明らかなように，日本の正規
労働者と非正規労働者間の賃金格差は，大きく2つ
の点に起因する。第1は，EU諸国と異なって正規
と非正規の賃金決定システムが異なること，第2は，
現在に至るまで我が国の非正規労働法制が，賃金格
差をもたらす労働市場の二重性に対して効果的な規
制を加えてこなかったばかりか，昨今の法改正は，
「EU実態」型の「合理的理由のない不利益取扱い
禁止原則」を指向しながら，「合理的理由」の考慮
要素に，依然として，「典型的な正規雇用」に親和
的な「人事異動の有無と範囲」を据え，しかもそれ
を法に明記していることである。こうしたEU諸国
の法原則にはみられない，特殊日本的な「人事異動
の有無と範囲」，言い換えれば「勤務地の限定」や
「職務（仕事の範囲）の限定」，「労働時間の限定」が，
賃金格差の要因として日本の労働者の納得性を得ら
れるものでないことは，前述の「『多様な形態によ
る正社員』に関する従業員アンケート調査」から明
らかである。
これに鑑みれば，非正規労働者の公正な賃金を実
現するためには，正規非正規労働者間に同一の賃
金決定システム（賃金制度）を適用すること，およ
び，「人事異動の有無と範囲」を「合理的な理由」
の判断（考慮）要素から削除すること，この2点で
ある。
労働契約期間の定めの有無，労働時間の違い，直
接／間接雇用の差異，人事異動の有無，こうした諸
要素を排除した時に，多様な労働者間に共通する賃
金の決定要素は，従事する職務それ自体と職務の遂
行に求められる職業能力である。
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17 調査期間はいずれも2011年7～8月。2つの「アンケート調査結果概要」については厚生労働省の次のURLで取
得できる。http:/www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000260c2.html（2012/11/10）
（1） 正規非正規労働者間への
同一価値労働同一賃金原則の適用
スーパーマーケットパートタイム労働者の
「公平な賃金」
同一価値労働同一賃金原則（Equalpayforwork
ofequalvalue）は，ILO第100号条約（「同一価値
の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する
条約」，1951年採択）が規定する賃金決定に関する法
原則である18。この原則は，看護師と電車運転士の
ように異なる職種職務であっても，労働の価値が
同一または同等であれば，その労働に従事する労働
者に，性の違いにかかわらず同一の賃金を支払うこ
とを求める原則であり，その理念と歴史的展開の両
面において同一労働同一賃金原則を発展させたもの
である。
異なる職務の価値を比較する手段は職務評価制度
であり，性に中立な職務評価ファクターと評価方法
の採用が重要なカギを握っている。
さらにこの原則では，男女の従事する職務の価値
が「同一価値」でない場合でも，職務の価値に比例
した賃金の支払いを求める「比例価値労働比例賃金」
（proportionatepayforworkofproportionatevalue）
という概念がその論理にかなった拡張として認めら
れている（Gunderson1994:2329＝1995:533）。
今日，同一価値労働同一賃金原則の適用対象は，
男女労働者間のみならず正規非正規労働者間へも
拡大されている。職務分析によって明らかにされた
正規労働者の職務と非正規労働者の職務のいずれの
特性にもバイヤスの掛からない，中立的な共通の職
務評価システムによって職種職務の価値を測定す
ると，外部労働市場への排除によって正規労働者と
の格差を付けられた非正規労働者の賃金はどのよう
に再評価されるのであろうか。
表4は，スーパーマーケットの店舗で販売加工
職19として就業する正規従業員，役付パート労働者，
一般パート労働者が，「販売加工職の職務評価シ
ステム」（表5）を用いて，それぞれ自分自身の仕事
を評価した結果である20。
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18 日本は，ILO第100号条約を1967年に批准している。同一価値労働同一賃金原則の詳細については，森ます美
（2005）第Ⅲ部を参照されたい。
19 販売加工職には，鮮魚水産，精肉畜産，青果農産，惣菜，デイリー，ドライ，チェッカーカウンターの7
部門の労働者が含まれている。
20 表4のスーパーマーケット7部門の職務評価結果および表5の職務評価システムの詳細については，森ます美浅
倉むつ子編（2010）第3章を参照されたい。
表4 スーパーマーケット正規従業員役付パート一般パートの
「職務の価値」と「公平な賃金」 （単位：点，円）
職務の価値 現在の賃金額
ペイエクイティによる
公平な賃金額
「仕事全般」の
職務評価点
月収換算の
時給
年収換算の
時給
月収ベース
（是正額）
年収ベース
（是正額）
正規従業員
755.5 1,854 2,153
1,854（±0） 2,153（±0）100.0 100.0 100.0
（N＝121） （N＝120） （N＝107）
役付パート
698.6 1,301 1,377
1,714（413） 1,991（614）92.5 70.2 63.9
（N＝179） （N＝177） （N＝146）
一般パート
586.2 1,016 1,024
1,438（422） 1,671（647）77.6 54.8 47.6
（N＝494） （N＝524） （N＝461）
注 1）網掛けは，正規従業員＝100とした該当項目の比率。
2）職務評価点の最高点は1,000点である。
3）賃金額（円）は，小数点を四捨五入した。
出所）小倉（2010）の表311，表315から作成。
「職務（仕事）の価値」が最も高いのは正規従業
員（755.5点＝100）であったが，役付パートもそれ
に匹敵する仕事（92.5）を行っている。一般パート
の仕事の価値は役付パートよりは低いものの，正規
従業員の8割近い価値（77.6）を有している。
ところが賃金（月収換算の時給）は，役付パート
で正規の約70％（1301円），一般パートには正規の
55％程度（1016円）しか支給されていない。職務の
価値の比「100.0:92.5:77.6」に対して賃金額の比
は「100.0:70.2:54.8」である。年収換算の時給で
見ると，賞与が支給される正規従業員の賃金は
2153円に上昇し，賞与が支給されないパート賃金
との格差は「100.0:63.9:47.6」へと拡大する。少
数の正規従業員の賃金水準に比較すると，外部労働
市場で採用された多数のパート労働者へ賃金配分は，
仕事の価値の高さにも拘わらず極度に少なく，大き
な差別を受けていることがわかる。
同一価値労働同一賃金原則によればパート労働者
の職務の価値に見合った「公平な賃金」は表4に示
したとおりである。年収ベース（時給）では，役付
パートで1991円，一般パートで1671円が仕事の価
値に相応する合理的な水準であり，現在の賃金額よ
りもそれぞれ600円以上引き上げられる必要がある。
同一価値労働同一賃金原則による非正規労働者の
賃金決定の公正さは，第1に正規非正規労働者に
共通する要素である仕事職務を賃金決定の基準に
据えていること，第2に仕事職務の評価において
正規非正規労働のいずれにも中立な職務評価シス
テムを採用していること，第3に評価結果である仕
事職務の価値に比例して賃金額を決定しているこ
とにある。すなわち，同一価値労働同一賃金原則に
基づく同一の賃金制度（同一賃金決定システム）の適
用そのものにある。
「多様な正社員」の議論で問題となった非正規労
働者の職務が限定されている場合や，正規労働者の
職務内容の変化は，いずれも当該職務の職務評価に
よって解決できる。他方，職務の遂行に必要な「職
業能力」は職務評価（要素）でカバーされている。
表5の大ファクターの一つ，「知識技能」は評価
対象職務の遂行に必要な職業能力，換言すれば，当
該職務に従事する労働者に求められる職業能力を評
価するファクターであり，その内訳のサブファクタ
ーは，当該職務に対応する職業能力の内容を具体的
に示したものである。
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表5 スーパーマーケット販売加工職の職務評価システム
ファクター ウエイト（％） 評価レベル 最高得点計
4大ファクター12サブファクター 100.0 1,000
（1）仕事によってもたらされる負担 20.0 レベル1レベル2レベル3 － 200
1.重量物の運搬継続的立ち仕事などによる身体的負担
2.人間関係や仕事に伴う精神的ストレス
3.時間の制約に伴う精神的身体的負担
8.0
6.0
6.0
20
20
20
50
40
40
80
60
60
－
－
－
80
60
60
（2）知識技能 32.0 レベル1レベル2レベル3レベル4 320
4.仕事関連の知識技能
5.コミュニケーションの技能
6.問題解決力
13.0
10.0
9.0
60
50
40
85
80
70
110
100
90
130
－
－
130
100
90
（3）責任 30.0 レベル1レベル2レベル3 － 300
7.商品管理に対する責任
8.人員の育成管理に対する責任
9.利益目標の実現に対する責任
10.0
10.0
10.0
30
30
30
70
70
70
100
100
100
－
－
－
100
100
100
（4）労働環境 18.0 レベル1レベル2レベル3 － 180
10.転居を伴う転勤可能性
11.労働環境の不快さ
12.労働時間の不規則性
6.0
6.0
6.0
0
20
20
30
40
40
60
60
60
－
－
－
60
60
60
注 1）職務評価点の最高点は1000点。最低点は340点である。
2）評価レベルは「仕事関連の知識技能」のみ4段階である。
出所）禿（2010）p.92
（2） 賃金制度設計の発想の転換
「典型的正社員」基準の減点主義から同一基
本給プラス加点主義の賃金体系へ
戦後，日本の賃金制度は，「典型的正規雇用」，
「男性稼ぎ主」規範を体現した「典型的正社員」を
対象に，その「働き方」を賃金決定の基準として構
築されてきた。賃金制度は，必然的に，男性正社員
を対象とした長期雇用慣行と長期的人材育成に適合
した制度（職能給制度）として，「男性稼ぎ主」の家
族扶養を可能とする賃金水準を想定して，設計され
てきた。この賃金制度の下では，非正規労働者は，
「典型的正規雇用」の要件を満たさない存在として，
有期契約である，労働時間が短い，仕事が異なる，
異動がないこと等々は，正社員基準からの逸脱，正
社員賃金からの減点要素と評価され，賃金の大幅な
減額を「正当化」されてきた。
正規非正規労働者間の賃金の均等待遇を実現す
るためには，こうした「典型的正社員基準の減点主
義」による賃金決定から脱却しなければならない。
求められるのは，賃金制度設計の発想の転換である。
転換の方向は，「同一基本給プラス加点主義の賃
金体系」への移行である（表6）。すなわち，「同一
価値労働同一賃金による基本給＋合理的理由のある
加給」から成る賃金制度への転換である。「同一価
値労働同一賃金による基本給」の決定は，すでに表
4，表5で示したところである。この基本給の水準
は，社会保障制度の充足状況を考慮して標準的生活
保障給レベルを確保することが肝要である。他方，
「合理的理由のある加給」とは，勤務地の移動に対
して支給する相応の「転勤手当」や，時間外労働に
対して労働基準法の規定を最低基準として支給する
「割増賃金」等々である。
こうした正規非正規労働者間に同一の基本給体
系を採用している企業事例については，『「多様な
形態による正社員」に関する研究会報告書』も紹介
している。例えば，「多様な正社員」の賃金決定に
当たって，「勤務地限定区分について，基本給はい
わゆる正社員と同水準としつつ勤務地手当の適用に
差を設けている例，労働時間を選択できるようにし
ている企業で，時間給ベースで『同一職務同一賃金』
を徹底している例」（「多様な形態による正社員」に関
する研究会 2012pp.1415）などである21。
おわりに
「男女共同参画社会基本法」が21世紀型社会ビジ
ョンとして男女共同参画社会の形成を掲げてから
10数年が経過した。グローバル化を背景とした日
本経済の苦境のなかで，図らずも生活経済における
男女共同参画が進み，2011年現在，雇用者世帯の
なかで夫婦共稼ぎ世帯は6割近くにのぼっている22。
これからの世帯類型の主流がdouble-incomewith
kidsにあることは衆目の一致するところである。
非正規労働者が，正規労働者との均等な賃金処
遇を得るためには，「勤務地業務内容労働時間
が無限定な働き方」，「範囲を問わない人事異動＋労
働時間のフレキシビリティ」が求められる現状の雇
用賃金システムは，double-incomewithkidsの
家族の生活経営と相反するものである。ワークラ
イフバランス，ディーセントワークと調和する
雇用賃金システムの構築こそが求められている。
均等待遇原則の上に立つ男女共同参画社会の形成に
とって，その中核をなす同一価値労働同一賃金原則
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21「多様な形態による正社員」に関する企業事例については，次のURLに掲載されている「ヒアリング好事例」で参
照できる。http:/www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000260c2.html（2012/11/12）
22 厚生労働省「労働力調査（基本集計）2011年」によれば，夫が雇用者である世帯において妻も雇用者である夫婦共
稼ぎ世帯は987万世帯（57％），一方，妻が非労働力人口である夫片稼ぎ世帯は743万世帯（43％）である。
表6 同一基本給プラス加点主義の賃金体系
同一価値労働同一賃金による基本給 ＋ 合理的理由のある加給
（正社員多様な正社員非正社員に適用
賃金水準＝標準的生活保障給）
（勤務地の異動＝転勤手当，
時間外労働＝割増賃金…等々）
の実施は猶予を許さない課題である23。
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